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 本研究では、フレイル・ロコモに対するハイリスクアプローチおよびポピュレーションアプロー

チの経済的評価を行った。ハイリスクアプローチの経済的評価は、クロスオーバー法によるランダ

ム化比較試験（2011年、13年）に参加した介入群70名と傾向スコアマッチング法で設定した対照群

140名を約3年間追跡し、要介護や死亡の発生率さらには累積介護費を比較して行った。その結果、

フレイル・ロコモ改善のための複合プログラムの実施により、要介護発生のリスクが低減するとと

もに介護費が抑制できる可能性が示された。一方、ポピュレーションアプローチの経済的評価は、

大田区モデル地域を対象にしてフレイル・ロコモの一次予防をめざしたCBPR／アクションリサー

チを3年間実施した。その結果、大田区の介護認定率は横ばいから減少に転じ、取り組みがなされ

なかった場合に予想された介護給付費用の増加に比べて、3年間の累計で約83億円が抑制されたと

推計された。 

 

A. 研究目的 

 高齢期に生活機能が低下してのちに要介護

となるリスクの高い状態をフレイルと呼んで

いる。前期高齢期のフレイルは生活習慣病の重

症化が大きな原因であるが、一方、後期高齢期

のフレイルはロコモティブ症候群（以下、ロコ

モと略す）や認知機能低下など、加齢に伴って

生じやすい老年症候群が大きな原因となって

いる。 

 いずれにしてもフレイルの状態にある高齢

者は、心身の機能が減弱し、移動能力が低下し

ているものが多い。そうしたロコモの症状をも

つフレイルを「フレイル・ロコモ」と呼んでい

る。本報告書では、単にフレイルと記した箇所

も多いが、以上の理由からほぼ「フレイル・ロ

コモ」と同義と考えている。 

 ハイリスクアプローチとは、フレイルまたは

その予備群（プレフレイル）をスクリーニング

して、改善のためのプログラムを提供するやり

方をさす。こうしたフレイル改善を目的とした

プログラムでは、運動プログラムの他、栄養、

認知、心理社会といった要素を含む複合プログ

ラムの有効性などが、すでに複数のランダム化

比較試験により報告されている。我々もフレイ

ルに関する一連の疫学研究の成果をもとに、

「運動」「栄養」「心理・社会参加」の3つを柱

としたフレイル改善のための複合プログラム

を考案した。クロスオーバー法によるランダム

化比較試験により効果検証を行った結果、介入

プログラムによりフレイルの低減および心身

機能の向上が確認され、その効果は少なくとも

プログラムの終了後3か月後まで持続していた

ことを報告した。しかし、複合プログラムの長

期的な効果として、その後の要介護および死亡

の発生リスクや介護費に及ぼす影響について

は十分に検討されていない。そこで、本研究で

は、本プログラムへの参加がその後の要介護・

死亡発生リスクやその後の要介護・死亡発生リ

スクや介護費に及ぼす影響を検証することを
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目的とした。 

 次に、ポピュレーションアプローチとは、広

く一般の地域高齢者を対象として、フレイルを

一次予防するやり方である。我々は、一般の地

域高齢者に発生するフレイルの予知因子につ

いて調べ、「喫煙」、「高血圧」、「抑うつ」、

「低栄養」、「低体力」、「社会的孤立」とい

った特徴を有する高齢者がのちにフレイルを

発症しやすいことを明らかにしている。特に、

体力、栄養、社会の3側面は、健康長寿にとって

極めて大切なものであり、フレイルの一次予防

においても主なターゲットである。そこで、ポ

ピュレーションアプローチにおいては、「運動

を通じたロコモ予防」、「栄養改善を通じた低

栄養予防」、「社会参加を通じた孤立予防」が

重要と考えた。 

 そこで、東京都大田区と共同で、フレイルの

一次予防をねらった『大田区元気シニア・プロ

ジェクト』を開始した。このプロジェクトでは、

CBPR(Community-Based Participatory Research)

（地域のステーク・ホルダーや関連団体が主体

的に参加して研究事業を担うスタイル）をアク

ションリサーチとして進めていくというもの

である。本研究では、3年間のプロジェクトが、

大田区の介護保険認定率や介護給付費総額に

及ぼす影響を調べた。 

B. 研究方法 

１．ハイリスクアプローチの経済的評価 

１） 研究対象者 （介入群と対照群） 

鳩山コホート研究の参加者 742 名のうち、

2011 年度（47 名）と 2013 年度（30 名）に開催

したフレイル改善教室に参加した計 77 名を介

入群とした。鳩山コホート研究の概要およびフ

レイル改善教室の詳細はすでに報告している。

フレイル改善教室の概要を述べると、フレイル

またはプレフレイルと判定された 77 名の高齢

者を対象に、運動、栄養、心理社会プログラム

からなる複合プログラム（1 回あたり 100 分）

を週 2 回、3 ヶ月間提供した。運動プログラム

は、筋力や移動能力の維持改善に焦点をおき、

週 2 回 60 分間のレジスタンス運動（各 5 分間

のウォームアップとクールダウンを含む）を行

った。栄養プログラムと社会参加プログラムは

それぞれ週 1 回 30 分間のプログラムを交互に

行った。栄養プログラムは、食品摂取の多様性

やたんぱく質摂取量の向上に焦点をおき、講義

を中心に、実践形式の演習やグループワークを

取り入れて行った。社会参加プログラムは、参

加者間の連帯感を高めると同時に地域環境に

目を向けるため、グループワークを多く取り入

れ、教室終了後の継続方法についても話し合い

を行った。クロスオーバー法による効果検証を

行ったため、前期介入群は 2011 年または 2013

年の 10 月～12 月、後期介入群は 2012 年また

は 2014 年の 1 月～3 月にそれぞれ介入を受け

た。なお、全期間の教室実施に要した費用（会

場使用料、講師謝金等の直接経費のみ）は、約

300 万円であった。 

 対照群は、教室開催前に実施した簡易健康調

査（郵送調査）をベースライン調査とし、その

調査結果をもとに、傾向スコアマッチング法を

用いて介入群とのマッチングを行って設定し

た。 

傾向スコアの算出には、フレイル改善教室へ

の参加とアウトカムの両方に影響すると考え

られる、性、年齢、BMI、独居の有無、主観的

健康感、介護予防チェックリスト、老研式活動

能力指標、GDS 短縮版、運動習慣の有無、地域

で開催される健康教室やサークルへの参加の

有無を共変量として選択した。フレイル指標

（介護予防チェックリスト）は、Cardiovascular 

Health Study の基準を外的基準にした併存的妥

当性や、ADL 障害や要介護認定をアウトカム

とした予測妥当性が検証されており、得点が高

いほど要介護化のリスクが高いことを示す（得

点範囲 0-15 点）。 
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本研究では、マッチングのアルゴリズムとし

て Nearest Neighbor Matching を用い、同一コホ

ート内の介入群と不参加群との比を 1：2 とし

てマッチングし、対象者は介入群 70 名、不参

加群 140 名、計 210 名であった。 

2） 要介護・死亡、介護費をアウトカムとした

追跡調査 

 65 歳以上住民の死亡・転出等の異動情報、介

護認定データ、介護給付実績情報をもとに、教

室開催前に実施したベースライン調査時点の

基準日（2011 年度：2011 年 7 月 1 日、2013 年

度：2013 年 7 月 1 日）から 32 ヶ月時点（2011

年度：2014 年 3 月 31 日、2013 年度：2016 年 3

月 31 日）まで追跡した。本研究では、介護保

険の初回認定（要支援・要介護）または死亡を

エンドポイントとした。 

介護費は、介護保険からの介護給付費に個人

負担分を含めた費用とした。埼玉県国保連合会

から保険者に提供されたデータから、「介護保

険給付分析ソフト」を用いて、個人単位で分析

可能な形式に加工したデータとし、分析に使用

した。 

3) 統計解析 

介入群と不参加群の要介護（要支援含む）お

よび死亡の発生率（人／千人・年）を算出した。

要介護（要支援含む）および死亡発生リスクの

比較は Cox の比例ハザードモデルを用い、ハ

ザード比と 95％信頼区間を算出した。介護費

の分析は、本研究の対象者においては要介護認

定率が低く介護費が 0 円の者が多くいるため、

Two-part model にて二段階での分析を行った。

First model では Fisher の正確確率検定を用い、

介護費の発生の有無を比較した。Second model

では介護費が発生した者に限定し、一般化線型

モデルを用いて、コスト比と 95％信頼区間を

算出し、介護費を比較した。介護費のアウトカ

ムとして、追跡期間の累積の介護費、一ヶ月あ

たりの介護費（累積の介護費を追跡期間で除し

たもの）の 2 種類を設定した。先行研究と同様、

累積の介護費は、フレイル改善プログラムが追

跡期間中の介護費の総額に影響を及ぼしてい

るかどうか検討するために用い、一ヶ月あたり

の介護費は、フレイル改善プログラムへの参加

により生存期間が延長し、生存期間の延長に伴

い累積費用が増加した可能性もあるため、生存

期間に影響されない一定期間あたりの平均費

用の指標として用いた。このほか、内訳として

在宅総額（地域密着型サービス含む）、施設利

用総額、予防給付費に分けて検討した。 

２．ポピュレーションアプローチの経済的評価 

『大田区元気シニア・プロジェクト』の概要

は、すでに論文等で報告されている。本プロジ

ェクトでは行政機関と自治会・町内会、シニア

クラブ、民生委員・児童委員、事業所などのメ

ンバーで構成される協議体「コミュニティ会議」

を設立し、当該地区のフレイル予防活動を協議

し、かつ実行した。この協議体は、地域の縮図

ともいえるステーク・ホルダーによって構成さ

れたため、地区内に情報を広く伝達することが

できた。これにより地域全体でフレイル予防に

関する機運を高め、既存のグループ活動や地域

活動、各種団体の取り組み等にフレイル予防の

要素（筋力運動、多様な食品摂取、活発な社会

参加）を少しでも取り入れてもらうことを目指

した。 

経済的評価は以下の手順で行った。まず、本

プロジェクトは2016年4月～2019年3月にわた

って実施されたため、2016～2019年の各3月時

点における大田区の要介護認定率を地域包括

ケア「見える化」システムによって把握した。

大田区以外の特別区の要介護認定率も同様に

把握し、大田区と特別区平均の差を算出した。

次に、その要介護認定率の差と各年3月時点の

大田区の高齢者人口、そして全国の受給者1人

当たりの年間費用額を乗じることで、各年の特

別区と比較した大田区の介護費節減量を算出

した。受給者1人当たりの年間費用額は、各年4
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月の受給者1人当たり費用額（2016年は15万7千

円、2017年は16万4百円、2018年は17万6百円、

2019年は17万円）に12を乗じることで算出した。

最後に、2016～2019年の介護費節減量を合計し、

本プロジェクト期間中の累計節減量を推計し

た。 

C. 研究結果 

１．ハイリスクアプローチの経済的評価 

1） 対象者特性 

傾向スコアマッチング後の対象者特性につ

いては、介入群と不参加群とで有意差は認めら

れなかった。これらの変数の群間のバランスを

示す標準化差は、マッチング前はほとんどの項

目で 0.25 を上回っていたものの、マッチング

後は、2013 年度の地域の健康教室への参加、そ

の他の健康教室・サークルへの参加を除き、

0.25 未満となった。 

2） 要介護認定および死亡リスクの比較 

32 ヶ月間の追跡期間中に、介護保険認定を

新規に受けた者は 19 名、死亡者は 12 名であっ

た。介護保険認定を新規に受けた者の内訳は、

要支援が 9 名、要介護が 10 名であった。各ア

ウトカムの発生率（対千人年）は、要介護・死

亡の混合アウトカム（介入群: 3.2 vs. 不参加群: 

5.3）、要介護（介入群: 1.8 vs. 不参加群: 3.6）、

死亡（介入群: 1.4 vs. 不参加群: 2.1）、いずれも

介入群は不参加群に比べて、低い傾向を示した。

不参加群を基準としたときの、介入群の各アウ

トカムのハザード比（95%CI）は、要介護・死

亡が 0.61（0.26-1.42）、要介護認定が 0.51（0.17-

1.54）、死亡が 0.66（0.18-2.44）であり、ハザー

ド比には有意な差は認められなかった。 

3） 介護費の比較 

介入群と不参加群の間で介護費発生の有無

には有意な差はみられず（介入群: 5.7％ vs. 不

参加群: 6.4％, p=1.00）、内訳別の費用について

も有意な差はみられなかった。介護費受給者 1

人あたりの、累積の費用および一ヶ月あたりの

費用の平均値は、介入群で 375,308 円、11,906

円/月、不参加群で 1,040,727 円、33,460 円/月で

あった（表 5）。累積の費用（コスト比=0.36, 

95%CI=0.11-1.21, p=0.099）、一ヶ月あたりの費

用（コスト比=0.36, 95%CI=0.11-1.12, p=0.076）

ともに、不参加群に比べて介入群で低い傾向が

みられた。内訳をみると、介入群と不参加群の

間で、在宅総額、予防給付費については大きな

差はみられなかったものの、施設利用総額につ

いては、介入群では発生していなかったのに対

し、不参加群では 2,109,525 円と高値を示した

（表 5）。 

２．ポピュレーションアプローチの経済的評価 

2016～2019年のそれぞれ3月時点の要介護認

定率は、大田区ではそれぞれ18.7%、18.6%、1

8.7%、18.0%、特別区平均ではそれぞれ18.7%、

18.9%、19.3%、19.6%と推移し、その差はそれ

ぞれ0%ポイント、-0.3%ポイント、-0.6%ポイン

ト、-1.6%ポイントであった。各年の特別区と比

較した大田区の推定介護費節減量は、2017年で

約9億4千万円、2018年で約20億円、2019年で約

54億円であり、特別区平均と比較して、大田区

では3年間で介護費が約83億円低かった。 

D. 考察 

１．ハイリスクアプローチの経済的評価 

 本研究では、傾向スコアマッチングによる疑

似実験的デザインにより、フレイル改善教室の

長期的効果を検証した結果、統計的な有意差は

みられなかったものの、不参加群に比べ介入群

では、新規の要介護認定の発生率や介護費が低

い傾向がみられた。 

 これまでに、国内の研究において、介護予防

教室（運動または口腔・栄養プログラム）への

参加がフレイル高齢者のその後の要介護リス

クや介護費・医療費に及ぼす影響を検討した研

究は 3 件報告されている。いずれも傾向スコア

マッチングによる疑似実験的デザインにより
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検討しており、Yamada らは、フレイル高齢者

を対象に運動プログラム（週 1 回、90 分間の

グループ運動を全 16 回）の介入後、1 年間の

追跡を行った結果、対照群に比べて介入群では

新規の要介護発生率が低く、介入群に対する対

照群のリスク比は 2.16（95％信頼区間：1.46-

3.20）であったと報告している。さらに、身体

的フレイルに該当する高齢者を対象に歩行運

動または健康教育（週に 1-2 回、90 分間の歩行

運動を全 48 回または 90 分間の健康教育を全 3

回）の介入実施後、48 ヶ月間の追跡を行った

Makizako らの研究や、フレイル高齢者を対象

に栄養・口腔プログラム（全 6 回、約 3 ヶ月

間）の介入後、28 ヶ月間の追跡を行った Tomata

らの研究においても、対照群に比べて、介入群

の要介護の発生リスクが有意に低く（ハザード

比：0.55［95％信頼区間：0.33-0.88］； 0.33［0.11 

-0.97］）、要介護化が 45～67％抑制されていた

ことが報告されている。また、要介護認定の発

生リスクの抑制に加えて、Yamada らの研究で

は医療費・介護費ともに、対照群に比べて、介

入群が低値を示し、Tomata らの研究では、介護

費のみでは介入群と対照群との間で有意な差

はみられなかったものの（コスト比：0.57［95％

信頼区間：0.14-2.31］）、医療費・介護費の合計

額と医療費について、介入群が対照群に比べて

抑制されていた。ただし、これら先行する介入

研究では運動や口腔・栄養など比較的単一のプ

ログラムの効果は明らかにされているが、運動、

栄養、心理・社会参加の複合プログラムが新規

の要介護認定の発生率や介護費に及ぼす影響

について検討した先行研究は見当たらない。ま

た、先行研究では、介護費については、総介護

費のみの検討であり、内訳別の結果については

示されていない。本研究では、統計的な有意水

準には至らなかったものの、先行研究の知見と

結果の方向性は一致しており、運動、栄養、心

理・社会参加を柱とした複合プログラムへの参

加により、要介護認定率や介護費（特に施設サ

ービス費）が抑制される傾向が認められた。統

計的な有意水準には至らなかったことも含め、

慎重に結果を解釈する必要があるが、本研究は

フレイル改善のための複合プログラムの長期

的効果に関して、介護費の内訳も含めて新たな

知見を付与するものである。 

統計的な有意水準に至らなかった理由とし

ては、95％信頼区間の値の幅が示すとおり、サ

ンプルサイズが小さいことによる検出力不足

に加え、不参加群における要介護や死亡の発生

率が比較的低かったことが影響していると考

えられる。本研究の要介護の発生率を割合で評

価すると、介入群 5.7％、不参加群 10.7％であ

ったが、前述の Tomata らの先行研究では、介

入群 6.3％、対照群 17.2％であった。追跡期間

は、先行研究に比べ、本研究が 4 ヶ月ほど長い

ものの、本研究の不参加群のアウトカムの発生

率は低かった。不参加群のアウトカムの発生率

が低い背景としては、不参加群の抽出も鳩山コ

ホート研究の参加者から抽出していることに

加え、鳩山町は、全国平均に比べると認定率が

低い地域であることが挙げられる。2018 年度

末時点の鳩山町の要介護認定率は 10.5％であ

ったのに対し、Tomata らの先行研究の対象地

域である宮城県多賀城市の要介護認定率は

15.3％であり、鳩山町が約 5％低かった。また、

鳩山町では、町内 4 ヶ所で住民ボランティアが

運営主体の体操教室（地域健康教室）が開催さ

れるなど、運動を中心とした通いの場があり、

2018 年の週一回以上の通いの場の参加率は

6.5％と全国や埼玉県全体（1.7-2.2％）に対して

高いことも報告されている。そのため、集団全

体として健康づくりや介護予防に対する意識

が比較的高い高齢者が多く、先行研究と比べて、

対照群と介入群のアウトカムの発生率の差が

検出しにくかったことが考えられる。 

一方、統計的な有意差はみられなかったもの

の、介入群で要介護リスクや介護費が低い傾向

がみられた。これは、本研究の介入群の中には
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3 ヶ月間のフレイル改善教室への参加後、住民

ボランティアが運営主体の体操教室への参加

や体操の自主グループを立ち上げるなど、運動

習慣を保ち、社会参加を継続した者もおり、フ

レイル予防のための生活習慣を継続した場合

を加味した効果であることが考えられる。この

ことは、専門家（研究者を含む）による集中的

な 3 ヶ月間の介入の効果を教室終了後も長期

間継続させるためには、専門家の定期的な支援

やフレイル予防のための生活習慣を長期的に

維持できる地域環境整備の必要性を示唆して

いる。 

本研究では、介入群は不参加群に比べて、介

護費の総額（累積の費用および一ヶ月あたりの

費用）が低かった。介入群の 1 月あたりの介護

費の平均値は 11,906 円であり、2018 年度にお

ける鳩山町の第 1 号被保険者 1 人 1 月当たり

の介護費用額（14,836 円）に比べても、低値で

あった。また、費用内訳の結果をみると、施設

利用額は不参加群のみで高値を示し、介入群と

不参加群の総額の差に大きく影響していたこ

とから、フレイル改善に焦点をおいた本プログ

ラムは、重度の介護化を防ぎ、施設サービス費

を中心とした介護費用の抑制に寄与したと推

察される。国内の介護サービスに係る給付費等

の状況として、サービス種別でみた受給者数は、

在宅サービスが多いものの、施設サービスは受

給者 1 人あたりの費用額が大きいことから、介

護費の中の施設利用額の抑制の意義は大きい

と考える。 

 最後に、医療費については、今回の 65-74 歳

の対象者では、国民健康保険の加入者と社会保

険の加入者が混在しており、加入保険を区別す

る情報を収集していないため、検討することが

できなかった。このため、医療保険のもとにお

ける介護については、介護費用に反映されない

ことに留意を要する。今後は医療費も含めた解

析により、医療費と介護費の両面から介入の有

効性を検討することが望ましい。 

２．ポピュレーションアプローチの経済的評価 

『大田区元気シニア・プロジェクト』を実施

した3年間で、大田区の要介護認定率は横ばい

から減少に転じた。また、要介護認定率が減少

したことによる3年間の介護費節減量は約83億

円になると推計された。 

しかし、結果の解釈については留意すべき点

がある。本推計は大田区の要介護認定率の低減

がすべて本プロジェクトによる効果であった

場合を仮定したものである。要介護認定率の低

減には、本プロジェクト以外の様々な要因（他

の事業や取り組み）も寄与していると考えられ

るため、ポピュレーションアプローチによる介

護費節減効果を過大評価している可能性があ

る。また、本結果は地域包括ケア「見える化」

システムから把握した区全体の要介護認定率

や全国の受給者1人当たりの年間費用額に基づ

く粗い推計値であるため、今後は本プロジェク

トのモデル地区参加者のアンケート調査デー

タに介護給付費データを結合することにより、

ポピュレーションアプローチによる地域介入

の効果をより厳密に検討する必要がある。 

E. 結論 

 ロコモは後期高齢期のフレイルの原因とし

て重要な位置をしめる。ロコモを予防または改

善することは、後期高齢期のフレイルの予防に

つながり、健康寿命の延伸に寄与すると考えら

れる。本研究で示されたように、フレイル・ロ

コモ予防におけるハイリスクアプローチおよ

びポピュレーションアプローチとも、医療経済

的なメリットが十分大きいと考えられる。 
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